
独立行政法人海技教育機構

平成２９事業年度

決 算 報 告 書



（単位：円）

予算額 決算額 差　額 備　考 予算額 決算額 差　額 備　考

収入

運営費交付金 5,723,647,000 5,723,647,000 0 323,851,000 323,851,000 0

施設整備費補助金 72,235,000 320,375,491 -248,140,491 （４） 0 0 0

受託収入 0 0 0 2,451,000 2,750,000 -299,000 （６）

業務収入 878,114,000 892,771,658 -14,657,658 0 800,000 -800,000 （７）

　　　計 6,673,996,000 6,936,794,149 -262,798,149 326,302,000 327,401,000 -1,099,000

支出　

業務経費 2,106,443,000 2,369,093,586 -262,650,586 （５） 10,497,000 4,778,202 5,718,798 （８）

施設整備費 72,235,000 320,375,491 -248,140,491 （４） 0 0 0

受託経費 0 0 0 2,451,000 1,437,140 1,013,860 （９）

一般管理費 0 0 0 0 0 0

人件費 4,495,318,000 4,522,828,409 -27,510,409 313,354,000 307,482,364 5,871,636

　　          　計 6,673,996,000 7,212,297,486 -538,301,486 326,302,000 313,697,706 12,604,294

予算額 決算額 差　額 備　考 予算額 決算額 差　額 備　考 予算額 決算額 差　額 備　考

収入

運営費交付金 178,603,000 178,603,000 0 1,141,754,000 1,141,754,000 0 7,367,855,000 7,367,855,000 0

施設整備費補助金 0 0 0 0 0 0 72,235,000 320,375,491 -248,140,491

受託収入 24,641,000 32,245,038 -7,604,038 （10） 0 0 0 27,092,000 34,995,038 -7,903,038

業務収入 0 0 0 0 420,202 -420,202 （11） 878,114,000 893,991,860 -15,877,860

　　　計 203,244,000 210,848,038 -7,604,038 1,141,754,000 1,142,174,202 -420,202 8,345,296,000 8,617,217,389 -271,921,389

支出　

業務経費 5,593,000 5,557,815 35,185 0 0 0 2,122,533,000 2,379,429,603 -256,896,603

施設整備費 0 0 0 0 0 0 72,235,000 320,375,491 -248,140,491

受託経費 24,641,000 29,847,196 -5,206,196 （10） 0 0 0 27,092,000 31,284,336 -4,192,336

一般管理費 0 0 0 385,584,000 257,837,746 127,746,254 （８） 385,584,000 257,837,746 127,746,254

人件費 173,010,000 165,067,315 7,942,685 756,170,000 736,300,749 19,869,251 5,737,852,000 5,731,678,837 6,173,163

　　          　計 203,244,000 200,472,326 2,771,674 1,141,754,000 994,138,495 147,615,505 8,345,296,000 8,720,606,013 -375,310,013

（注）損益計算書の計上金額と決算金額の集計区分の相違の概要

（１）損益計算書に表示している業務費、一般管理費は予算区分上、決算報告書の業務費、一般管理費と一致しません。

（２）人件費は、損益計算書においては業務費、一般管理費に含めて表示しています。

（３）損益計算書に表示している財務費用は、決算報告書の一般管理費に計上しています。

（４）施設整備補助金及び施設整備費の決算額は平成28年度補正予算繰越分を含みます。

（５）セキュリティ対策等に関する支出が増加したものです。

（６）受託収入は契約単価が増加したものです。

（７）共同研究に係る経費分担金を受領したものです。

（８）業務効率化等を行ったものです。

（９）受託研究業務が減少したものです。

（10）受託業務が増加したものです。

（11）保険金の受納があったものです。

平成29事業年度　決算報告書　

区　　分
海技教育の実施 研究の実施

区　　分
成果の普及・活用促進 法人共通 合計
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